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	1. SDGs/ESGは社会貢献・慈善活動から経営戦略へと変化
	過去より日本企業は、高度経済成長期（1950~60年代）の公害問題に端を発する環境への対応や、CSR(Corporate Social Responsibility)の浸透を背景とした各種社会課題への対応を行ってきた。特にCSR活動は、本業とは切り離された社会貢献活動・慈善活動としての色合いが濃く、企業価値を保護するための必要コストとして捉えた「守り」の活動だったと言える。ところが2000年代に入ると、欧州より社会的責任投資（SRI：Socially Responsible Investment）...
	このSDGs/ESGに関する世界的な潮流の中、日本企業においても気候変動や人権といった社会課題に対する様々なステークホルダーの厳しい要求を経営戦略として積極的に捉えて、社会課題そのものを、事業を通じて解決することで、いかに競争力を築くかという動きが拡大している。2010年代は、まさに企業の社会課題に対する取組みが、慈善的な色合いから経営戦略そのものへと変化した時代であった。

	2. メガトレンドとしてのSDGs/ESGと新たなリスクの顕在化
	このように、メガトレンド（世界全体に大きく影響を与えるような潮流）として、SDGs/ESGが企業の経営戦略を抜本的に変化させているが、同時に、SDGs/ESGに関連する新たなリスクも企業経営において無視できないレベルで顕在化するようになってきた。例えば、2013年4月にバングラデシュの首都であるダッカ近郊で発生した、8階建てのラナ・プラザビル崩壊事故は未だ記憶に新しい。この建物は以前から安全性基準を無視した違法建築であることが指摘されていたにも関わらず、世界各国のファッションブランドから発注を受け...
	また、環境に目を転じてみると、最近ではカーボンニュートラルに関するニュースを目にしない日はないというほど、盛んに報道がなされている。例えば、これまで内燃機関としてガソリンエンジンを前提としてきた自動車業界において、急速な電動化への方向転換が求められており、ビジネスの根本的な構造転換を迫られつつあることも一例である。図1に示すとおり、ESGの重要課題は多種多様にある。このような課題の中に自社にとっての新たなリスクを見出すことができるのではないだろうか。
	しかし、多くの日本企業において、本来経営戦略の実行を支え、経営戦略との両輪として機能するべきリスクマネジメント活動が、実際にはSDGs/ESG、およびそれと一体的に検討されている経営戦略とは切り離されて運用されている。過去に自社内や業界内外において顕在化したリスクや、実際に身近で発生した個別の自然災害（例：地震、台風）や感染症（例：新型インフルエンザ）等、言わば想定内のリスクしか管理対象としていないケースが多く見られる。その結果、新たなリスクの顕在化へ適切に対処できず、企業の存続可能性にも影響を及...

	3. リスクマネジメントの進化に向けた3つの視点
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